
○学校，興行場の催物制限要請 
○医療体制の確保 
○緊急物資の運送要請 
○緊急物資の売り渡し要請 等 
 

○特定接種の実施，海外発生時の
水際対策 
○ワクチン等緊急物資の運送要請 
○特定物資の売り渡し要請 等 
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（ 
※平成21年4月の新型インフルエンザＡ

（Ｈ１Ｎ１）流行禍から得た教訓をもとに，
以下の4編で構成されるマニュアルとし
て平成21年9月に策定 
 

○基本編（総論・危機管理体制・広報広
聴活動等） 

○保健衛生編（検査・医療・相談等実施
体制） 

○社会対応編（学校・社会福祉施設・イ
ベント対策，風評被害・経済対策等） 
○行政業務継続計画 

（ 
 
（市町村計画に定めるべき事項） 

○本市の区域における新型インフルエン
ザ等対策の総合的な推進に係る事項 

○本市が実施する次の措置に関する事
項 
 ・事業者及び住民への適切な情報提供 
 ・予防接種の実施 

 ・生活環境の保全，住民生活及び地域
経済の安定 

○新型インフルエンザ等対策の実施体
制に関する事項 

○他の地方公共団体・関係団体との連
携に関する事項 

○中国において鳥インフルエンザＡ（Ｈ７Ｎ９）の患者が発生し，新型インフルエンザ等対策特別措置法（特措法）が，平成
２５年４月１３日に前倒し施行された中，本市としても特措法に基づく市町村行動計画を早急に策定する必要がある。 

○このため，現行の「京都市新型インフルエンザ対策マニュアル」をベースとして，京都市行動計画に盛り込むべき論点を
明らかにして，有識者会議での意見聴取を行い，策定作業を進めていく。 

京都府行動計画 

京都市行動計画 

新型インフルエンザ等対策
有識者会議 

京都府新型インフルエンザ
等対策有識者会議 

京都市新型インフルエンザ
等対策有識者会議 

（学識経験者，保健・福祉・医療関係者，経済・
観光関係者，社会福祉施設等，マスコミ，法曹
関係者等） 

意見聴取 

意見聴取 

意見聴取 

連携 

連携 

具体的な運用指針：京都市新型インフルエンザ対策マニュアル（Ｈ21.9改訂） 

再構築 

・特措法に基づく行動計画の体系（各
発生段階ごとの対応）に再構築 
・予防接種の実施体制を明記 
・本市の地域特性を踏まえ， 

 「要援護者対策」，「観光旅行者・一時
滞在者対策」，「風評被害対策」 
の分野を強化 
 

 京都市行動計画の策
定後，国の示すガイドラ
インに即して改訂 

政府行動計画 

京都市行動計画策定に係る基本的な考え方 資料８ 


